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平成１８年４月１４日

各 位

会 社 名 日 本 毛 織 株 式 会 社

代 表 者 名 取 締 役 社 長 降 井 利 光

(コード番号 ３２０１ 東証･大証 各第一部)

本社所在地 大阪市中央区瓦町３丁目３番１０号

問い合せ先 財 務 部 長 垂 井 栄 介

(TEL. ０６－６２０５－６６４０)

子会社の合併に関するお知らせ

平成１８年４月１４日開催の当社取締役会において、平成１８年８月１日を期して、当社の連結子会

社であるニッケ不動産株式会社と長崎ウール株式会社を合併することを決議いたしましたのでお知らせ

します。

記

１．合併の目的

長崎ウール株式会社は、平成１５年２月２８日に紡績事業を休止し、以降、工場跡地を個人向け

宅地として分譲販売を行ってまいりましたが、販売活動の結果未販売区画も減少して参りました。事

業規模の縮小に伴い、業務合理化の為今後は同業のニッケ不動産株式会社と合併し、残りの業務をニ

ッケ不動産株式会社が引き継ぐことにいたします。

．合併の要旨２

（１）合併の日程

合併契約書承認取締役会

ニッケ不動産株式会社 平成１８年５月３０日（予定）

長崎ウール株式会社 平成１８年５月３０日（予定）

合併契約書調印 平成１８年５月３１日（予定）

合併契約書承認株主総会

ニッケ不動産株式会社 平成１８年６月８日（予定）

長崎ウール株式会社 平成１８年６月８日（予定）

合併期日 平成１８年８月１日（予定）

合併登記 平成１８年８月１日（予定）

（２）合併方式

ニッケ不動産株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、長崎ウール株式会社は解散いたします。

（３）合併比率・合併交付金等

当社は、ニッケ不動産株式会社および長崎ウール株式会社の全株式を所有しており、合併による

新株式の発行、資本金の増加ならびに合併交付金の支払いはありません。
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．合併当事会社の概要（平成１７年１１月３０日現在）３

(１)商 号 ニッケ不動産株式会社 長崎ウール株式会社

（合併会社） （被合併会社）

(２)事 業 内 容 不動産の売買、賃貸借及びこれらの仲介 不動産の売買、賃貸借及びこれらの仲介

不動産の管理運営並びにこれらの受託 土地開発、宅地造成並びに分譲

(３)設 立 年 月 日 昭和３６年１月１１日 昭和４８年１月１０日

(４)本 店 所 在 地 兵庫県神戸市中央区明石町４７番地 大阪市中央区瓦町三丁目３番１０号

(５)代 表 者 取締役社長 北川正男 取締役社長 銭谷秀生

(６)資 本 金 ３０百万円 ５０百万円

(７)発行済株式総数 ６万株 １０万株

(８)株 主 資 本 ４０１百万円 ９百万円２,

(９)総 資 産 ３,６８３百万円 １３１百万円

(10)決 算 期 １１月３０日 １１月３０日

(11)従 業 員 数 ６２名 ４名

(12)主 要 取 引 先 日本毛織株式会社

(13)大株主及び持株比率 日本毛織株式会社 １００％ 日本毛織株式会社 １００％

(14)主 要 取 引 銀 行 株式会社三井住友銀行 株式会社十八銀行

(15)当事会社の関係 資本関係：日本毛織株式会社が両社の発行済株式の全てを所有している。

人的関係：役員の兼務１名（取締役１名）。

取引関係：特になし。

（16)最近３決算期間の業績 （単位：百万円）

ニッケ不動産株式会社 長崎ウール株式会社

平成15年11月期 平成16年11月期 平成17年11月期 平成15年11月期 平成16年11月期 平成17年11月期

2,336 2,630 2,128 55 199 343売 上 高

106 110 91 △47 72 161営 業 利 益

100 120 113 △49 65 155経 常 利 益

58 70 66 △415 65 155当 期 純 利 益

3,575 3,903 3,683 176 258 131総 資 産 額

2,375 2,399 2,401 △210 △145 9純 資 産 額
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（単位：円）

978 1,181 1,105 △4,159 655 1,552１株当たり当期純利益

833 1,166 1,166 ― ― ―１株当たり配当金

39,597 39,987 40,022 △2,109 △1,454 98１株当たり純資産

４．合併後の状況

商 号 ： ニッケ不動産株式会社

主な事業内容 ： 不動産の売買、賃貸借及びこれらの仲介

本 社 所 在 地 ： 兵庫県神戸市中央区明石町４７番地

代 表 者 ： 取締役社長 北川正男

資 本 金 ： ３０百万円

総 資 産 ： 約３８億円になる見込みです。

決 算 期 ： １１月３０日

５．業績に与える影響

本件合併は当社１００％子会社間の合併であるため、合併による連結業績ならびに単独業績への影

響は軽微であります。

以 上


